
� 比較制度分析とは何か

安田 今回刊行された新書のタイトル、おもし

ろいですね。『青木昌彦の経済学入門』（2014年、

ちくま新書、以下、『入門』と略）。青木さんは

こういうタイトルは避けるかと思っていたので

すが（笑）。青木さんが経済学を語るというよ

りは、青木さんのやってきた経済学研究を、一

般の読者向けにまとめた本ですね。

よく比較制度分析とは何かとか、比較制度分

析で何がわかるのか、と質問されると思います。

これって答えにくくありませんか。僕もゲーム

理論について、同じようなことを聞かれると困

るんです。

青木 ゲームの理論は分析ツールだといわれま

すね。だが、これから議論したいですが、社会

のあり方についての見方という面もありますね。

安田 比較制度分析もツールで、「今までと制

度の見方が少し変わる」、「制度というものはこ

のようにとらえられる」という新しい視点の提

供をするものだと思います。比較制度分析によ

って直ちに、結論はこうだと説明するわけでは

ない。その辺で混乱が生じて伝わりにくいこと

があるように思うのですが。

青木 ツールというと単に数学的な操作の道具

と狭く解釈されるむきがあるかもしれませんが、

今おっしゃったように、広く社会現象を考え、

論理的に説明する枠組みと解釈してみましょう。

そういう意味では、ゲームの理論は、経済現象、

広くは社会現象の解釈に、ニュートン的、物理

的な方法とは異なった、人間主体の相互作用・

相互認知に焦点を当てた社会科学独特の考え方

の枠組みを提供していると思います。

制度分析は、そういうゲーム的な考えを継承

し、それをツールとして使いながら、社会の経

済現象や政治・社会現象を統合的に解釈できな
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社会を支える制度とはどういったものか。青木先生が切り拓いてきた制度論のアプローチの

全容が、安田先生との対談によって明らかになっていく。分析ツールとしてのゲーム理論を

より補強するものとしての認知の問題や、教育問題にも言及する。



いか、というやや欲深い問題意識を持っていま

す。制度というのはそういう諸現象を統合的な

仕方でつなぐ何ものかであるはずだからです。

そこにいま安田さんが言われたような問題意

識が出てきます。おっしゃるように、それで、

法はこうあるべき、政治はこうあるべき、とい

う結論が直ちに出てくるはずもないですが、社

会科学の究極の目的ともいうべき、世の中の解

釈に、それなりのディベートの素材を提供する

ことはできるでしょう。

話が抽象的になってしまったので、すこし具

体的に、経済と政治の関係から始めましょうか。

制度論だけではなくマクロ経済学、計量経済

学などいろいろな分野で第一線の仕事をしてい

るアセモグルが、歴史家ロビンソンと、『国家は

なぜ衰退するのか』（2013年、早川書房）という

本を書き、話題になっています。彼らの考え方

は、国家が「内包的」、つまりすべての人が自分

のインセンティブに基づいて経済行動でき、政

策形成にも関与できるならば経済発展は順調に

進む、それに対し、一部の利益集団が自分たち

の利益のためだけに経済政策を進めるような

「収奪的」な政治制度だと経済発展はうまくい

かないというものです。ここでは、政治から経

済へという一方的な因果関係が議論の中心にな

っています。もちろん、彼らも経済から政治へ

のフィードバックについても触れてはいるけれ

ども、基本的には政治決定論だといえます。

政治決定論では、制度は法律、規制などのル

ールであり、そのルールは政府が決められると

考えますが、僕はそういう考えには留保がある。

アセモグルらのように、政治や国家制度が中

心だとするならば、どうして違った国家制度が

生じるのか。その問題に彼らは回答していない。

アメリカ経済学会の文献誌である『ジャーナ

ル・オブ・エコノミック・リテラチュア』の書

評でマックレオドも、彼らは結局国家体制の違

いの原因として、serendipityつまり偶然を利用

する能力ということ以外に何も言ってないじゃ

ないかと批判してますが。

安田 国家体制や政治システムなどの制度を前

提として、その上で経済がどのように発展する

かを彼らは見ているということですよね。

青木 僕は、国家や経済制度、そして経済組織

や社会規範は非常に長いスパンで見ると共進化

（coevolution）すると思うのです。その共進化

を理解する際、ゲーム理論がツールとして非常

に重要な役割を果たすと考えています。という

のは、政治交換のドメインでも社会交換や経済

交換のドメインでも、人々は基本的には戦略的

に行動する。つまり自分を取り巻く世界にいる

他の主体の行動を互いに読みあいながら行動す

る、そうしたことの均衡が法、経済組織や規範

として集約的に言語表現されるが、そういうも

のの連結構造がゲーム理論で分析できる。国家

制度も経済制度も、互いに補いながら成長もす

れば、衰退もする、そういうメカニズムの理解

に私は関心があります。

安田 アセモグル＆ロビンソンを擁護するわけ

ではないのですが、経済学でなんらかの社会問

題を分析する際、どこまでを外生的に与えられ

たフレームワークにして、どこからが内生的に

決まる変数だと考えるのかは、モデルによって

それぞれですよね。アセモグル＆ロビンソンは、

政治の仕組みをとりあえず外生的な与件として、

それによって経済がどうなるかをみている。そ

れと別に、経済の動きに従って政治がどう動い

ていくかをみるモデルもあり得る。そして、青

木さんがおっしゃるように両者をつなぐ作業も

できると思います。

彼らはその最初の一歩としておもしろい仮説

を提唱し、現実のデータを使ってかなり細かく

検証したので、注目されたのだと思います。そ

う解釈したときに、彼らの言うところの内包的

か収奪的かという政治の側面が経済配分に大き

な影響を与えるという分析は、的を射たものな

のか、それともその分析自体もちょっと足りな

いのでしょうか。
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青木 確かに、彼らが例として用いているよう

に、北朝鮮と韓国の経済パフォーマンスの差を

比べれば、彼らの命題は常識的にももっともだ

ということになりますね。だがそれでは、中国

の収奪的ともいえる国家体制のもとで、なぜ経

済成長が突然起きたのか。彼らは、もし中国で

現在の収奪的な政治体制が継続するならば経済

成長は遅かれ早かれ停滞するだろうと言ってい

ますが、同じ中国の権威主義的な政治文化を受

け継いでいたともいえる台湾では政治制度自身

が経済成長によって変わっていったのですね。

韓国もそうです。とすれば、果たして政治が与

件といってすませておけるのか。

日本では戦後はマルクス経済学が全盛でした。

マルクス経済学は、土台としての経済が政治や

法律などの上部構造を決めるという考え方でし

たが、アセモグルやダグラス・ノースの政治決

定論の場合は、その関係を逆転させた考えにな

っているわけですね。だが、両者はいわば同時

均衡として繋がっているというのが、繰り返し

になりますが、私の基本的考えです。

社会関係のドメインでも言語やジェスチャー、

あるいはギフトを通じて、相手の感情に働きか

ける。また相手の反応が自分の感情にも影響を

与えていることを読んで行動するわけです。だ

とすると、これも人々は戦略的に、自分の感情

的利得（emotional payoff）を高めるために社会

行動するとも考えられる。しかしそうは言って

も、相手あってのことですから、そうした戦略

的な行動の相互作用の結果として、いろいろな

規範とか正義観などという約束事が生じてくる。

こういうゲーム的見方は、規範や正義などとい

う集団志向的なカテゴリが先験的に天から降っ

てくるとするカント的な考えとは違って、最近

西欧でも見直されつつあるヘーゲル的な「相互

確認（mutual recognition）」という見方に連な

るともいえます。

青木にかかると何でもかんでも制度になって

しまう、と批判されることがありますが、戦略

的補完性とか、連結ゲームといったゲーム論の

ツールを使って、契約や経済組織、国家制度、

社会規範などの基本的な制度配置の全体構造を

統一的、論理的に見ようということです。その

内容についてさらに興味のある方は、ぜひ近著

の『入門』を参照していただきたいですが。

� なぜ認知の問題を考えるのか

青木 最近の社会脳科学でも、被験者を互いに

擬社会的な実験環境において彼らの行動を観察

すると、金銭的、物質的な利得と、感情的な利

得とをトレードオフさせながら戦略的に行動選

択するという実験結果が出ています。社会脳科

学では、脳のネットワークの間でニューロカレ

ンシーが流通するというアナロジーを使って説

明する学者がいますが、私の連結ゲーム的な考

えもそれと対応する面があると思います。

安田 最近青木さんは、これまで経済学があま

り触れてこなかった認知科学などの分野につい

ても盛んに言及されています。それは、�つは

今おっしゃった、人は非金銭的な利得をも考慮

して意思決定することをふまえておられる。こ

れは行動経済学として、すでに経済学にも入っ

てきている話だと思います。

一方で青木さんがよくおっしゃっているのは、

自分たちのプレーしているゲームがどのような

ものなのかお互いに認識するために、共有知識

（common knowledge）がどのようにつくられ

ていくのかという問題です。

ゲームが与えられていて、すべての参加者が

自分たちの置かれた状況を把握しており、その

中で合理的なプレーをし、ゲーム理論の研究者

が納得のいく解釈を付ける。ところが、実際に

どういうゲームをプレーしているかは、必ずし

も明らかではないので、何らかのかたちで自分

たちの置かれている環境を共有しないと、そも

そもゲーム理論分析どころではありません。そ

こに関して青木さんが積極的に認知科学の治験
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を取り入れようとされているように感じるので

すが。

青木 これは非常に有り難い質問です。認知問

題は、ゲーム論の枠内でもロバート・オーマン

たちが考えていますよね。認知論的均衡

（epistemic equilibrium）、つまりゲームのプレ

ーヤーの間に、相手の行動に関して安定的な予

想が生ずるのはどういう条件の下でなのか、ま

たそうした安定的な状態が生じたとすると、

個々のプレーヤーたちの予想の間にはどういう

関係が生じるのか、という問題ですね。彼らの

認知的均衡を可能にする十分条件の�つは、共

通事前予想（common prior）が形成されている

ということです。経済の構造や技術、人々がど

ういう選好を持っているかに関して、人々が事

前の確率的予想を持っている。それらの予想が

人々の間で同じであるということが、人々の行

動に関する予想が同一化するための、単に十分

条件ではなく、ほとんど必要条件でさえあると

いう証明をしています。それでは、そういう共

通事前予想がなぜ形成されるかというと、これ

は過去からの歴史的な経験からきていると解釈

するしかない。これを文化的予想といってもい

いと思いますが、それが�点です。

�点目に、共通事前予想があっても、例えば

コーディネーション・ゲームのように複数均衡

があった場合に、どうして人々が同じ認知均衡

に収束し得るのかという問題がある。これは哲

学者のデヴィッド・ルイスが言っているように、

人々がほかの人が何を予想しているかを知って

いる これを相互知識（mutual knowledge）

といいますが それだけでは不十分で、それ

をまたみんなが知っている、それをまたみんな

が知っている……という無限の連鎖が必要であ

るということです。これが安田さんが言及され

た共有知識ですよね。

それではどうやって、人々は共有知識を持つ

ようになるか。ルイスは、ある公的命題（pub-

lic proposition）があって、それをみんなが相互

知識として持っている、そしてそれからどうい

うゲームの状態が生じ得るか、人々は共通の推

論をし得るということが、無限連鎖の必要を断

ち切り得ると考えます。

私は、歴史的な経験から、人々がもっともら

しい、正統だ、当たり前だ、実行可能だ、など

と考える公的表現、それは例えば実効的な法で

あったり、規範であったり、あるいは組織であ

ったりするのですが、そういう外形物（arti-

facts）があって、それを人々が共通の外形認知

資産として利用するということで社会の安定性

が生まれる。それが制度だと考えるわけです。

それでまさに安田さんが言われたことが重要

になってくる。今までのゲーム理論では、人々

の認知・予想とゲームの安定状態をリンクする
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媒介物の存在に無頓着だったわけです。

最近まで認知というのは人々の脳髄と皮膚の

内側で行われるとされてきたけれども、20年く

らい前から、人間は何かを認知するときに、実

は外在物を重要な道具として用いているという

ことが認められるようになってきました。外在

主義的転換（externalist turn）ともいわれてい

ます。僕と安田さんが経済学の議論をするとき

に、例えば黒板やコンピュータを使うというよ

うに、外在物が人間の認知の共有資源として必

要だということです。まさにその外在物として、

制度があるのだという理解です。

安田 おもしろいですね。黒板はまさに共有知

識をもたらす典型的なデバイスです。どういっ

た理由で知識が共有知識になるかはケースバイ

ケースだけれども、一番手っ取り早く共有知識

を導くには、同じ場所で同じものを見る、そし

て、お互いが見ていることを確認することです。

そういう意味で、実際に会う対面コミュニケ

ーションと、メールでお互いに双方向でやりと

りするのとでは決定的に違う。例えば僕が青木

さんにメールを出して、青木さんから「了解」

と返事が来ると、一応コミュニケーションは完

了しているけれども、それはまだ共有知識にな

っていない。青木さんからすると、「了解」とメ

ールは送ったけど、僕に本当に届いたかどうか

は確信を持てないわけですよね。僕は青木さん

に自分のメールを出して返事が来たから、青木

さんのところに情報が届いたことはわかるけれ

ども、青木さんがきちんと僕に伝わっているか

どうかを把握しているかについてはわからない。

そこではまだ無限の連鎖には至っていない。

でも、まさに両者が確認できる外的なものを

一緒に観察するとか、みんな共通のものをイメ

ージできるような法律やルールがあると、一気

に共有知識化が加速されますね。

� 正義や義務感は社会的な

交換の産物

青木 もう�つ、社会科学と哲学、社会学など

の人文科学の間に、方法論的個人主義と方法論

的集団主義とでもいっていいような違いがある

といわれてきました。方法論的個人主義とは、

各個人が生まれながらにして固有の選好を持っ

ている、またどういうわけか、ゲームの構造を

完全に知っていて、そこから均衡と整合的にな

る予想あるいは信念を引き出す。そうした個人

的データにもとづいて人々は合理的・戦略的な

行動選択をする。その結果人々の行為の規則性

が生まれ、それが制度だというアプローチです

ね。今さっき触れたような外的な共有物に対し

ては明確な言及がない。

それに対して、例えばバークレーのジョン・

サールという有力な哲学者は、合理的な選択と

いうことに先だって、人々は何が正義か、何が

義務かに関して、欲望から独立的（desire-inde-
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pendent）な基準を持って行動選択する、それ

が制度の本質だと考えるのですね（J. Searle

“What is an institution?” Journal of Institutional

Economics, 2005, pp.1-32.）。先ほど言及したカ

ント的な考えです。

ところが人間は、歴史的にも種族や国の違い

によって、何を正義、あるいは義務と考えるか

が異なり、その考えの違いによって、時には殺

し合いまでするわけです。ですから、正義とか

義務という観念も、人間に本来備わっているも

のというより、社会的な交換、相互認知によっ

て生まれてくるものなのだと思います。

そういう意味で、法律や規範などというpub-

lic representationは共通の認知資産としてある

のだけれども、なぜそれがみんなに守られるか、

なぜそれがもっともらしいと考えられるのか、

あるいはなぜそれが正統性を持つと考えられる

のか、などは、人々の絶え間ない戦略的なやり

とりのなかで確かめられていくのだと思うので

す。そういう意味で制度というものは、方法論

的個人主義と集団的志向性とを統合したところ

で初めて理解できるものだといえます。個人個

人の行動選択から生み出される社会の安定的な

状態が、法とか、規範とか、組織とかいう公的

表現の妥当性を絶えず裏打ちすることによって、

それがまた人々の選好や予想を形成する上での

共通枠組みとなっている。そういう回帰的なプ

ロセスとして制度というものを考えるべきだと

思うのです。もちろんそういう理解の上に立っ

て、法で、あるいはメカニズムデザインなどで、

社会の仕組みを変えていこうとするのはいいと

思います。ただ、そうした理解なしに法やルー

ルそれ自体が制度だとすると、世の中がうまく

いかないのは、政治家が悪いからだ、などとい

う簡単な議論になってしまいます。

� 社会から個人への影響

安田 いま青木さんから選好の話が出たのです

が、選好は外生的に与えておいて、人々の好み

が変わったときに結果がどう変わるかを分析し

ている経済学者が大多数だと思います。

一方で、お話にあったように、社会のあり方

のような広い意味での制度が変わっていくと、

結局、自分自身の深いところでの選好 公平

感とか正義感とかがそうだと思うのですが

が変わり得るわけですよね。社会学者の言うよ

うな、社会の雰囲気が変わると個人がどう思う

かも変わっていく。制度とか社会全体といった

マクロなものによって、個人の選好がある程度

規定される。

そこに関して分析を進めている経済学者はほ

とんどいないと思います。その大きな理由は、

分析の仕方が難しいからです。社会がこう変わ

ったら選好がこう変わる、というアプローチの

もとでは、ほとんど結論を先取りしているよう

な論文を書くことになりかねません。青木さん

自身は、そういったマクロ的な制度や、社会の

雰囲気みたいなものが個人の選好を変えていく

というアプローチは有効だと思われますか。

青木 今のご質問の意味は、経済学において、

社会を外生変数、選好を内生変数とするアプロ

ーチがあり得るか、と解釈していいですか。分

析のレベルを何処に置くかによって、答えはノ

ーであったり、条件付きのイエスであったりす

ると思います。そこで、『入門』の中で述べたこ

となのですが、制度分析を三段階に分けて行う

という方法論が示唆的でないか、と考えるので

す。これは、最近ビンモアがNatural Justiceと

いう本のなかで展開しているアプローチとも基

本的に同じなのですが、①制度とは何かという

本質論、②制度の歴史的・比較的実体分析、③

制度に働きかける政策デザイン、という三段階

です。選好と制度の関係も、それぞれのレベル

でニュアンスが微妙に異なると思います。

①では、すでに述べたように、個々人の戦略

的行動によって具体的に顕示（reveal）される

選好と制度とが相互規定的である、と原理的に
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押さえます。とは言っても個人には自由意志が

ありますから、制度を変えていく基本的動力は

個人個人のいわば実験的行動の積み重ねによっ

て生じてきます。そういう意味では、選好は全

く内生的だとはいえない。

②についていうと文化的認知学の人たちは、

例えばアジア人の学生グループと西洋人の学生

グループに対して同じ行動実験を施し、異なっ

た行動パターンが観察されると、「それ、文化的

選好が抽出された」という。しかし、そう観察

されるような選好は果たして固定的で、アジア

人や、西洋人にほとんど生来的（innate）なも

のとしてあるのか。それとも、それは本来、人々

の戦略的な相互作用によって内生的に形成され

てきたものと理解すべきか、といえば、すでに

述べたように私は後者をとります。こうゲーム

的にみれば、制度と選好は同時的に説明される

べきだし、され得ると思います。

③では、ゲームの明示的で、実効可能なルー

ルをデザインして、人々の行動を変えることに

より、何らかの意味で社会的に望ましい結果に

導くことができるかを考えるというのがスタン

ダードな理解だとすれば、限られた意味で、シ

ステムから選好へ、という流れを扱っていると

いうふうにも理解できるのではないでしょうか。

� 歴史と制度分析

青木 中間段階②の歴史的・比較制度形態論で

具体的に僕が最近関心を持っているのが、徳川

期から明治維新、清朝から辛亥革命を経て近代

国家が形成されていく過程の比較です。その大

まかな構想のスケッチは『入門』にも書きまし

たが、清朝期や徳川期の経済と近代国家が形成

される以前のヨーロッパ経済と決定的に違うの

は、小農家族が農業と家内手工業を結合して経

営していたことです。中国経済史のアメリカで

の権威であるゼーリンは、「家族企業」という表

現を用いています。それに対してヨーロッパで

は、手工業は主に城塞で保護された都市のなか

で行われていた。この違いは、歴史家のローゼ

ンソールとウォンが強調しているように、東洋

では、域内で政治的暴力を独占していた王朝な

いし幕藩が小農民の土地保有や生産物、器具な

ど動産の所有権を他の軍隊や暴力集団の略奪の

可能性から未然に保護していたからです。他方、

王朝や幕藩は、科挙という官僚登用の制度や兵

農分離を通して、大土地所有を基礎とした自ら

の権力へのチャレンジを未然に防ぐことによっ

て、土地所有にあまねく課税する国家を維持す

ることが出来た。マルクス経済学のように、国

家が一方的に農民を搾取して、それに農民が虐

げられていたというのではなく、当時の経済・

軍事技術に対応した政治権力と小農民の間の交

換関係を通じて、安定した制度が数百年続いた

と見るわけです。

もちろん、この小農経済と準租税国家とでも

いうべきものとの補完性は、ごく基本的な構図

にすぎず、その内部には、中国では科挙制度か

ら派生した郷紳といわれる特権階層の中間組織、

日本では幕藩体制という事実上の財政連邦制度

や地租の村請制度が発達します。そして、中央

政権、多様な中間組織、農民の間に多面的な戦

略的連鎖（リンケージ）が生まれてきます。

しかしそこに飢饉が起きるとか、工業・軍事

革命を達成した欧米列強の脅威などのショック

が加わると、中央政権がちゃんと国家機能を果

たしているか、ということが中間組織や、農民

からさえも、戦略的なチェックを受けるように

なる。そして、中央政権に対する彼らの戦略が

補完的なものから、競合的なものに変わってい

く、あるいはそういう紛争過程で異なった中間

組織の間の戦略的関係が競合的なものから補完

的なものに変わっていく、などということが起

こる。例えば、禁門の変では軍事的に対立して

いた長州藩や薩摩藩が、王政復古という公的言

説をシンボルを媒介にして、明治維新に向って

戦略的に結託していく、その背後にあるのはた
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とえ外圧などというショックが引き金としてあ

ったにせよ、経済の進化による中間組織の財政

的能力の発達が重要なファクターだったと思い

ます。先ほど強調した経済から政治へというル

ートです。

安田 中学・高校時代の同級生に與那覇潤とい

う歴史学者がいて、彼と以前対談したときに、

歴史学者はゲーム理論や経済学の言葉では分析

していないのですが、やっている作業は経済学

者と近いなと感じました。

小さいショックがそこかしこで起こり、農民

や役人はそれぞれ自分のできる範囲で最適な戦

略に従い行動する。そうして経済の世界でも、

政治の世界でも落ち着くところに収まるわけで

すね。その均衡状態で、外から大きなショック

が加わると、もといた均衡に戻ることもあれば、

新しい均衡に移ることもある。それを繰り返し

ながら歴史は進んでいくのだけれども、政治の

動きと経済の動きがお互いにかなり影響を及ぼ

し合っていると、歴史学者も見ているのです。

特に驚いたのは、経済のイベントが歴史の大き

い流れをかなりつくってきているということを

与那覇氏も言っていたこと。歴史学者もまさに

経済学者が言いそうなことを考えていて、新鮮

でした。

青木 彼の本には、実の多いブドウと実の大き

いメロンという相性の悪い同士を掛け合わせて

も、実の小さくて、少ないブロンが出来てしま

うという比喩を使って、政治体制と経済制度の

制度的補完性をうまく説明していますね。

安田 経済や政治、そして社会のシステムが落

ち着くところに落ち着くと、それはお互いに相

性がいい状態です。そのときに、経済だけ動か

そうとしても、背後に政治や社会全体の仕組み

があるから、なかなか動かない。同様に政治の

仕組みだけ変えようとしても、今の経済の仕組

みを前提にして何らかの合理性があるからその

政治体制になっているわけで、なかなか変わら

ない。そういうかたちで、お互いに補完性があ

るということですね。

青木さんご自身が歴史に関してもいろいろな

知識の蓄積があるから、やろうと思えば単独で

もできると思いますが、歴史学者と一緒に論文

を書こうとはされなかったのですか。歴史学者

は膨大な知識の蓄積があっても、それらをどの

ように統一的な枠組みでとらえればよいか、人

によってはきっと悩んでいるはず。コラボレー

ションしたらおもしろそうな気がするのですが。

青木 僕は高校生のときは歴史に非常に興味が

あった。歴史をやろうと思って、実は東大でも

当時の文Ⅱ、文学部の進学過程に入ったんです

よ。しかし、大学に入ってからマルクス主義に

興味を持ったため経済学部に転科した。しかし、

三段階論などということを今さら言い始めたも

のですから、隗より始めよ、というわけで、最

近は、もっぱら中国史や日本史の進歩をキャッ

チアップするために独学で本を読んでいる段階

です。歴史学者と一緒に仕事はしたいが、その

ためにはまだまだ勉強しないと。

西洋の経済学者は、清朝は単に権威主義的だ

ったとか、儒教や血縁主義のおかげで経済発展

が遅れたとか、あるいは日本の場合も幕藩体制

を封建制というふうに簡単にくくってしまいま

す。しかし、戦略的な制度論の視角でもう一度

見直してみると、例えば中国の儒教や宗家など

は政体と経済の制度的補完性を媒介する公的表

現であり、それらが社会をつくったわけではな

くて、むしろ社会のあり方が儒教をつくり出し、

そしてまた社会をサポートしたという側面があ

ることが見えてきます。

そういう見方をすると、単に清朝や幕藩体制

が権威的なシステムであったという話ではすま

ない。そこから明治維新や辛亥革命が生まれて

くるわけで、ひいては相対的に早い日本の経済

発展につながり、あるいはアジアで侵略戦争を

起こすことにもつながっていく。もしくは中国

のように辛亥革命から共産革命まで40年、さら

に鄧小平のもとで経済発展が本格的に始まるま
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で70年もかかってしまったのはなぜか、などを

考えるには、戦略的なダイナミクスがどう展開

してきたか、を見ることが役に立つと思います。

そういう意味で、僕は経済学帝国主義ではな

いのですが、学生諸君にはぜひゲーム理論的な

考え方をツールとして、社会と歴史を考えてい

ってもらいたいと思います。

安田 僕もゲーム理論を使って研究しているの

で、まさに「戦略的な」とよく表現するのです

が、戦略的というと、そんなに人は賢くないと

よく反発されます。しかし、ゲーム理論の分析

とは、賢い人の行動のみに注目するのではなく

て、それぞれの人の立場に立ち返って、ミクロ

のレベルでインセンティブをひもといていく作

業なわけですね。

だから、農民の行動にも一定の合理性がある

し、役人の行動にも一定の合理性がある。それ

ぞれ自分の置かれた環境でできるだけ得になる

ような行動をしている。お互いにそういった行

動を取り合っているときに、社会全体がどのよ

うに動いていくか。当事者目線で深く問題を分

析するというのがゲーム理論の真髄なのです。

ミクロの視点を抜きにして、歴史はマルクスの

発展段階論のように必然的に一方向に進んでい

る、というような天下り的な理論をもってきて

しまうと、抜け落ちるものがたくさんある。ゲ

ーム理論の強みはむしろ、非常にミクロのレベ

ルで、いろいろな人のインセンティブを同時に

扱えるところにあるという気がします。

青木 全くそうですね。

� 人口転換の影響と「失われた

20年（？）」

青木 ところで③の現状分析の段階の問題とし

て、日本はどう変わり得るか、変わり得ないの

かという問題があります。「失われた20年」と

いう言い草がありますね。それを言う人たちは

主に40〜60歳代の、1950〜60年頃の高度成長期

にできた制度的な仕組み 例えば終身雇用制

やメインバンク制度など が当たり前とされ

ているときに経済活動に参加してきた人たちに

多いようです。

それが90年代の最初にバブルが崩壊した。銀

行は、企業を救済するどころか自分の経営が大

変になり、メインバンク制度が崩れる。政治の

世界でもそれと並行して、自民党の一党支配が

93年に終わって、政策や制度の選択にあたり選

挙制度が非常に大きな意味を持つようになった。

政官産の三位一体も不動とはいえなくなってき

た。そのようにそれまで当たり前と思われてい

たことが揺らいで、彼らの立ち位置も不安定に

なった。そういう感覚が「失われた20年」など

という表現を生んだと思うのですが、そうした

変化を失
・

わ
・

れ
・

た
・

と呼ぶのは、その期間に生まれ

た人にとって非常に失礼だと思いませんか。

なぜそういう変化が起きたかを歴史的にみる

と、その根底には高齢化と少子化により労働人

口がだんだん減るという人口問題があります。

1964年の東京オリンピックの頃は、夫は大会社

に終身雇用で雇われ、年齢に応じところてん式

に昇進する。妻は専業主婦、子どもは�人、そ

の子どもが大学まで行って、卒業後はまた終身

雇用ということが、実際上はともかく期待され

得る標準モデルとしてあった。しかしそういう

予想は非現実的となった人口構成の変化が根底

にあるから、それに応じた制度変化が多くの人

に納得がいくように現われるのには一世代かか

ると思います。だから私はかねがね「移り行く

30年」と言ってきました。

安田 「失われた20年」といういい方が、その期

間に生まれた人や、その期間に挑戦する人たち

にとって失礼だというのは、僕はその被害者の

一人として非常に共感しています。ちょうど小

学校の高学年のときにバブルが終わって……。

青木 そうなの。若いな（笑）。

安田 物心ついて中学以降はもう右肩下がりの

時代です。よく覚えているのは高校時代、ある
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先生が辞められる最後の授業のときの言葉です。

バブル華やかなりし頃には日本企業は海外へ

出ていって、アメリカでも一流企業を買いあさ

ったりして、ジャパンバッシングが起こった。

バブルがはじけると、今度はジャパンをスルー

するようなジャパンパッシングになった。その

後、もはや日本は存在しないかのようにジャパ

ンナッシングになってしまった。君たち若い世

代がもう一度頑張って、日本をまた強い国にし

てほしい、とその先生はおっしゃった。

実際、僕と同じ年代の人たちはいい時代を経

験していないので、将来に期待しなくなる一方

で、傾いてしまった日本の社会、経済をなんと

かもう一度活力のあるものにしていきたいと思

って挑戦している人もたくさんいます。

ただ、すでに存在する制度自体が強固で、特

に、もう機能していない制度に乗っているほう

が得できる、俗に言う既得権益者がたくさんい

るから、ガラッと制度を変えるほうが社会全体

としてプラスが大きいことが明らかでも、なか

なか制度移行はスムーズにいかないわけです。

青木 全くおっしゃるとおりです。

安田 物事を均衡状態として表現するゲーム理

論を使って分析すると、規範的にはこうすれば

いいのにということがあっても、なぜそこにす

ぐにいけないかがわかるわけです。結局、中に

いる人が入れ替わらないと既得権はなくならな

いので、非常に時間のかかる調整プロセスに今

いることが、実感としてもわかるし、その中で

頑張っている人たちがたくさんいることも知っ

ている。だから、簡単にlost decadesとは言っ

てほしくないですね。

青木 さっき言ったように、制度というのはプ

ロセスです。そして制度がどういうふうに変っ

ていくかといえば、人々の行動選択における実

験が重要であり、それとともに、世の中はこう

いう風に動いているという公的表現、失われた

20年なんていうのもそういうものの�つである

わけだけれども、そこを変えていかなければな

らない。そこは新しい公的表現をめぐる競争の

世界、公論の世界ですよね。そこで経済学者が

いろいろディベートにインプットしていくこと

がすごく重要だと思います。

� マーケットデザインによる

規範的な分析の可能性

安田 長いスパンで社会を変えるという話で気

になるのが、ではどうやって変えるのかです。

経済学が世の中を分析する際、�つのアプロ

ーチがあります。�つは事実解明的（ポジティ

ブ）な分析で、もう�つが規範的（ノーマティ

ブ）な分析です。現状の善し悪しはとりあえず

脇に置いておいて、なぜ今このような経済現象

が起きているのか分析するのは前者のアプロー

チですよね。

青木さんの冒頭のお話はまさにポジティブな

分析についてであり、比較制度分析を使うと政

治と経済が相互依存関係にある多様な状況を分

析できる。一方で、そういった比較制度分析の

方法論を使って、どうやってより良い方向に社

会全体を変えていくか、そこに関してどの程度、

比較制度分析が、もっと広くいえばゲーム理論

が有用性を持っていると感じますか。

青木 それに対する答えは、安田さんの研究さ

れているマーケットデザインの意義を考えるこ

とだと思います。

安田 マーケットデザインが今まで成功したと

いわれているのは、ある程度問題が限定されて

いて、参加者も決まっている分野です。半ば強

制的に参加させられる研修医マッチングなどの

ように、つくられたシステムの外で当事者たち

が勝手に経済取引ができない場合に、初めてス

ムーズに回っていく仕組みなので、規模として

かなり限定されるとは思います。

だから逆にいうと、問題対象を絞って、制度

を慎重に導入する限りにおいては、世の中の役

に立つことはどんどん出てくると思います。今
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のところはマッチングとオークションの制度設

計が目立っていますが、同じように対象を限定

して、自分たちの置かれた状況をお互いに共有

知識として理解しているような均一なグループ

の中での分配問題について、経済学者がデザイ

ンできる仕組みはまだまだあると思います。

ただ、一方で青木さんの研究されているよう

な、社会全体を広い枠組みでとらえた場合に、

ゲーム理論の知見を使ってノーマティブな分析

ができるかについてまでは、僕自身は言えるこ

とがありません。

青木 僕の先生のレオニード・ハーヴィッツの、

あまり知られていないが経済学史的に非常に重

要な論文として、1959年にスタンフォード大学

で開催された『社会科学における数学的方法』

というシンポジウムにおける報告があります。

その論文に僕は非常な感銘を受けて、彼のもと

で勉強したいと思ってミネソタへ行ったのです。

その中で、先生は、経済学はそれまで経済シス

テムつまり制度というものを与件（data）とし

て扱ってきたけれど、それを変数として考えよ

う。そして可能な変数域の中からどれを選択す

るかというと、情報効率性（informational effi-

ciency）、誘因両立性（incentive compatibility）、

パレート最適性の�つの次元で評価しようとい

うわけです。現在のマーケットデザイン論では、

この�つの規準が当たり前のように使われてい

ますが、最初の�つを明確に概念化したのはこ

の論文が初めてです。ハーヴィッツはこの�つ

の規準を使って、外部性とか規模の経済性など

という新古典派経済学の価格メカニズム論が扱

え得なかった技術環境に対応できる経済メカニ

ズムの可能性を考えようと提案した。つまり、

経済システムを�つのデザインの対象として考

えた。彼はそういう意味で非常に規範的な考え

方を最初から持っていたといえます。

そういう影響を受けて、私の大学院時代や助

教授時代の仕事は外部性や規模の経済性の問題

をテーマにしました。例えば最近発刊された私

のSelected Papers（2014年、Edward Elgar Pub.）

にも収録されているような、公害をコントロー

ルするのに数量規制と公害税などの擬価格メカ

ニズムとどちらが良いか、というような問題で

す。最近のメカニズム論では誘因両立性の規準

にどちらかというと焦点が当てられているよう

ですが、情報効率性は社会システムのレベルで

は官僚制の重荷の問題とも関連性がある、重要

な規準です。これはハーヴィッツやノースが影

響を受けたハイエクの問題意識に連なります。

	 The unified approach

青木 最近、僕がなぜ江戸時代や清朝に関心を

持っているかというと、�つには unified

approachという最近の成長論の趨勢とも関係

します。これはノーベル賞をもらったプレスコ

ットや、ブラウン大学のガロー（Galor,Unified

Growth Theory, 2011, PrincetonU. Press）たち

が追求しているアプローチです。

僕は、彼らの言うunifiedを�つの意味で理解

しています。�つは、経済変数と人口統計学上の

変数を一緒に扱おうという意味です。もう�つ

は、前近代の時代から今日の近代成長までのダ

イナミックスを統一的に扱おうということです。

清朝とか江戸時代にあたる発展段階ではヨー

ロッパでも農業が中心で、技術進歩があって生

産量が増加しても、それは人口の増加に吸収さ

れてしまう。そうすると農業は収穫低減の世界

ですから、�人当たりGDPは停滞してしまう。

それをマルサス的な段階と呼ぶ。

そういう収穫低減の農業に替わって、産業革

命により、収穫一定の工業技術が生まれてくる

と、雇用が農業から工業に移っていき、�人当

たりGDPは技術進歩とともに増えていく。こ

れをハンセン＝プレスコットたちは「マルサス

からソローへ」というわけです。また工業化・

都市化が進んでいくと、幼児の死亡率が落ちて

人口も増えていきます。これは人口のボーナス
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といわれていて、労働人口の増加によって経済

成長が進む。戦後のアジアの経済成長が多くこ

れに負っている。成長の次の段階として、単に

外生的な技術発展でなく、人的資本の投資によ

る内生的成長の時代がくる。いわば「ソローか

らローマーへ」ですね。しかし、人的投資は価

値を生むと同時に、その投資には教育費とか親

による養育時間などの機会費用という点で非常

にコストが高くつくようになりますね。したが

って子どもの数が少なくなり、少子化の時代に

なってくるわけです。

このことを人口学者は人口転移（demog-

raphic transition）と呼ぶのですが、ハンセン＝

プレスコット、ガローのモデルでは、そこで終

わってしまっています。けれどもさらに経済発

展が進んで、医療技術などが発達したり栄養状

態が改善されると、今度は人口の高齢化も進み

ます。そうすると少子化と結合して労働人口の

相対比が減少する時代が来て、その最先端を日

本が今走っているわけですよね。中国と韓国が

すごい勢いでそれに追いつこうとしていて、ア

メリカでも同様です。これを第�の人口転移と

呼ぶ学者もいますが、そうなると�人当たり

GDPの成長を維持するには、技術革新だけでは

不十分で、人口の労働参加率を増やす必要が出

てきます。

スタンフォード大学の経済政策研究所は毎年

�月に「経済サミット」と銘打った会議を開催し

ているのですが、今年の大きなテーマの�つは、

高齢化の問題でした。日本では60歳以上の人た

ちが雇用人口に占める割合はすでに10％以上で

す。アメリカ人は早くリタイアするように一般

的には思われてきたけれども、それでも"％で

す。ヨーロッパはまだ�〜�％。そこでアメリ

カでは、みんなが70歳まで働くように、雇用者

にも被雇用者にも社会保障の負担減などでイン

センティブを与えるべきだ、その点で日本に学

ぶべきなどと、真剣に議論されているのです。

このように、マルサスの時代から、第二次人

口転移の時代まで、人口総数やその年齢・雇用

構成の変化が何百年もかけて行われてきた。そ

れに従って社会の仕組みは当然変化します。雇

用制度や社会保障制度などをこれからどのよう

にデザインしていくか。そういう大きな問題に

若い人たちが積極的に参加しないと。

安田 青木先生も70歳を超えてバリバリ働いて

いらっしゃいますものね。みんなこうなってく

だされば、全然困らない（笑）。やはりどう考え

ても年金給付の年齢は上げていかないともたな

いですからね。

ところで先ほどのunified approachというの

は、人口成長についても内生化しようとする、

という意味ですか。

青木 そうそう。それからそういうプロセスは

すべての国で遅かれ早かれ同じように起こると

いうメッセージが彼らにはあります。だから、

先進経済と発展経済の差は資源パラメータなど

の違いにもとづくのではなく、単なるタイムラ

グだということになります。ですから、西洋が

先にソローの時代、それからローマーの時代へ

と進み、日本がそれを追いかけ、さらに第�の

人口転移の時代突入を先駆けた。そして今、中

国などが追いかけている。そういう一面はある

と思います。

ただ、それではなぜそういう各段階の始まり

や持続期間が違うのか。マルサスからソローへ

の移行が中国ではなぜそんなに長かったのか。

そこに制度の問題が入ってきます。ハンセン＝

プレスコットやガローは経済と人口の関係を統

一的にみているけれども、実はそこに、制度が

もう�つ重要な要素として浮かび上がってくる。

経済変数と人口変数と制度変数の unified

approachが必要だというのが、私のポイントで

す。第�の人口転移の時代に真っ先に入った日

本が、制度変化の時代に入ったというのもそう

いうパースペクティブからいえることです。

安田 イギリスをはじめとする西欧諸国の場合

は、マルサス的な段階からソロー的な段階に移
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行するときに、都市部で工業が勃興すると、自

然と人が流れてきた。ところが日本や中国では、

農村部から都市部への移動がまさに制度的な理

由で制限されていた。林文夫さんがプレスコッ

トとの論文で分析したのは、そうした制度的な

制限によって、本来もっと早いタイミングで都

市部に出てこられていた人々が、その制約が外

れた瞬間にワッと流入して経済成長をもたらし

た。まさに制度が、人口の変動と並んで経済に

大きな影響を与えることを示したという意味で、

経済・人口・制度という三者間の興味深い関係

を浮き彫りにした論文ではないかと思います。

青木 農村から都市にもっと自由に人々が流れ

ていたら、アメリカに対して30％くらいだった

日本の生産性が、60％くらいになったはずだと

いうのがたしか林さんたちの実証結果で、労働

力の移動を制限していたのは明治政府がつくっ

た家族法だ、けしからんという話になるのです。

けれども、江戸時代に幕藩は村請というかた

ちで税金徴収を村に丸投げしていたのですよね。

村請の税だけ納めれば残りは自分たちのものに

なるから、農民は残余請求権者（residual

claimant）になるわけです。そうすると、自分

たちの得になるように、水利などの共有財を発

展させるインセンティブが起こる。サボらない

ようにみんなで監視する仕組みが生まれ、そう

いう規範を守るために長子相続制度にもとづく

家の責任制度が出てくるわけです。それが明治

維新以後も続いて、長男は農村から出ていかな

い。次男、三男は、1930年代の非常に危機的な

状況になると、軍隊に行く、あるいは満州の開

拓民として出て行く。これは必ずしも政治の影

響だけでなく、農村におけるいわばメンバーシ

ップ規範とでもいったものが、実は重要な役割

を果たしていたわけです。そういうタイプの規

範が会社に移植されたのが、日本の高度成長の

時代ですよね。

日本特有のそういう規範が、家や企業や組織

を越えてこれからも生かされていくのか。それ

をみんなで模索しているというのが、「移り行

く30年」の�つの側面だと思います。

安田 林さんたちの論文を批判するわけではあ

りませんが、読者 特に欧米の にとって、

ある法律によって移動が制限されていたという

説明は、非常にわかりやすいとは思います。で

は、その法律ができた背景はいったい何なのか。

青木さんがよくおっしゃるのは、突然、自然発

生的に法律ができるわけではなく、何かしらの

現状、土台になり得るような社会状況があって、

それを半ば追認するかたちで法律ができる。だ

から、かりに法律がなかったとしても、同じよ

うなことが起きる可能性は十分あるということ

ですね。慣習として、実質的に移動が制限され

ている状況がすでにあったかもしれない。

ところで、こうした慣習と明文化された法律

の違いというのは、青木さんの分析の中ではそ

んなに区別されていないのでしょうか。

青木 慣習あるいは暗黙のうちにみんなが守っ

ていることをきちんと明文化すれば、それをエ

ンフォースするコストはさらに下がるという利

点があります。また人々が行為を選択する際、

その結果がどうなるかについてより確実な予想

を持てるという情報上の利点もあります。比較

法の権威であるハロルド・バーマンは、制度と

しての法とは「社会的行動とアイディアの統合

化された（integrated）パターンとプロセスで

ある」と言っていて、法を単なるルールの集ま

りというふうに考えるのは馬鹿げている（フー

リッシュ）とまで言い切っています。


 イノベーションと法の役割

安田 UCバークレーにエンリコ・モレッティ

という、労働経済学や都市経済学を専門とする

実証系の若手研究者がいます。彼が一般向けに

書いたThe New Geography of Jobsという本が

アメリカで注目を集め、日本語版が刊行されま

した（『年収は「住むところ」で決まる 雇用
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とイノベーションの都市経済学』2014年、プレ

ジデント社）。その解説記事を書かせていただ

いたのですが、本書からはいろいろと学ぶとこ

ろがありました。中でも重要なのは、アメリカ

にしても、日本にしても、先進国がこれからも

経済発展していくうえで、どの分野が稼ぎ頭か

という視点。日本では長らく、ものづくり、つ

まり製造業が稼ぎ頭だと思われてきたのだけれ

ども、これからはほぼ必然的にイノベーション

産業にシフトしていく、そうならざるを得ない

ことが本書の大前提となっています。

実は日本のものづくりも、単純な作業工程は

どんどん海外へアウトソーシングしていて、デ

ザインや製品開発などのイノベーティブな部分

を重点的に国内に残している。内実はずいぶん

イノベーション産業化しているわけです。アメ

リカはもっと極端で、シリコンバレー発のいわ

ゆるIT系のイノベーション企業がいくつも生

まれている。

ここが新興国がまだ到達できていないビジネ

スのエリアになっているわけです。そういった

国々にキャッチアップされずに依然として先進

国を続けていくのだったら、やはりイノベーシ

ョン産業にある程度、頼らざるを得ないという

ところがある。

問題はどうしたらイノベーション産業を伸ば

せるかですが、モレッティは、かなり地理的な

規模の経済が働く産業だと言っています。その

規模の経済を生かした典型例がシリコンバレー

というわけ。最近では、ボストン周辺やニュー

ヨークで同じようなエリアが台頭してきました。

青木 彼の話はスタンフォードでのセミナーで

も聞きましたが、テキサスの、オースティンも

その�つにあげています。

安田 そうですね。このように集積によるメリ

ットが指摘されているのですが、青木さんは、

まさにシリコンバレーの中心地であるスタンフ

ォードにずっとおられた。シリコンバレーを何

十年も見てこられて、イノベーションの活力や、

どういった経済の仕組みが制度補完的にイノベ

ーションを生み出しているか、感じられるとこ

ろはありますか。

青木 僕がスタンフォード大学に最初に勤めた

のは1967年ですから、もうそろそろ50年前くら

いになります。サンフランシスコとサンノゼを

つなぐEL Camino、王様の通りと名付けられた

道路があり、その周辺には今、グーグル、フェ

イスブック、オラクルなどの大会社がずらりあ

りますが、もともとはリンゴやアーモンドの果

樹園がずっと連なっていたところです。スタン

フォードはそういうわりと牧歌的な場所にあっ

たから、先生方もスタンフォードがもともと持

っている土地を借りて小さなベンチャービジネ

スを起こして、そこに昼休みに自転車で気軽に

通ったりしてたのです。

スティーブ・ジョブズがガレージでアップル

コンピュータを作ったとかいうロマンティック

な話もあるけれど、シリコンバレーが起こるに

はアメリカ全体にわたる大きな変化もありまし

た。1960年の後半、IBMはメインフレームコン

ピュータで九十何パーセントというマーケット

シェアを持っていました。その時代にIBM360

という決定的な優越性を持つモデルを構想した。

これはアムダールなどという天才的なコンピュ

ータサイエンティスト%人が構想したわけです

が、そういう秀才が寄ってたかっても、360度対

応できるという複雑な設計をすべてはできない。

そこで、彼らがしたことは、いわゆるモジュー

ル化です。全体のシステムをモジュールに分け

て、モジュールとモジュールの間のインターフ

ェースだけを標準化する。そのインターフェー

スに従えば、モジュールはどうやって改善して

もいい、いわばその内部は外から見えないカプ

セル化です。そうしたシステムがいったん姿を

現すと、モジュールのいっそうの改善のために

IBMにいる必要はなくなります。そういう人た

ちがカリフォルニアの新天地で開業しようとす

る。それはけしからんとIBMは訴えるわけです。
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ところがカリフォルニアには19世紀にできた法

律があって、そういうことは特に違法にならな

いとされていた。そのおかげで、そういう人た

ちが自由に企業を興すことができるようになっ

た。

安田 シリコンバレーの発展のきっかけに、カ

リフォルニアの法律・慣習が影響を与えている

というのは、非常におもしろいですね。

青木 じゃあ、法律がシリコンバレーという制

度を作ったのか、前に言ったこととちょっと矛

盾するのでないか、と思われるかもしれません

が、この法律には実際百年ほど、誰も大きな関

心を払わなかったわけです。大企業から逃げ出

して、企業を興そうなどというインセンティブ

がアメリカでもなかったからです。それがモジ

ュール化という可能性が生まれてくると、その

波に乗ろうというインセンティブが、この法の

再発見に連なり、レリヴァントになったという

わけです。そして、知的生産物の所有権が誰に

帰属するのか、ということが重要な法律問題と

して浮かび上がってくる。このエピソードが示

唆しているように、法というのを�つのドメイ

ンとして考え、それと経済や政治などのドメイ

ンとの連結性を考えるというのは、これまでの

「法と経済学」とは異なった可能性のある分野

だと思います。そのプログラムめいたことにつ

いては、『入門』にも書いたのですが、ケンブリ

ッジ大学のディーキン、東大の藤谷さんなどと

いう人たちがそういうアプローチを追求されて

います。

10 国内外で活躍する日本人

経済学者と大学院生

安田 スタンフォードで働かれる前に、そもそ

もミネソタに留学されていましたが、Ph.D.か

ら海外留学というのは、青木さんが本当に最初

の世代くらいですよね。浜田宏一さんはちょっ

と上ですか。

青木 浜田さんが�、�年先、八田達夫さんが

同じ頃かな。一世代上には、学生ではないけれ

ども、宇沢弘文、森嶋通夫、二階堂副包、村上

泰亮、稲田献一、根岸隆というそうそうたる人々

が、アローを頼ってスタンフォードに研究員と

して在籍していました。

安田 当時から比べると、大学院から留学する

日本人経済学者も増えましたよね。ただ、バブ

ルの頃に少し減り、今でもそれほど多くはない

という印象があります。

青木 今は中国人ですね。中国にも、清華大学

とか北京大学とか復旦大学などいい大学がある

のですが、競争が激しいし、父親が共産党の幹

部でなかったら、普通の大学卒では将来性もあ

まりない。だから中国には留学生が多いのです。

最近聞いた話だけれど、ハーバード大学の学

部について留学生の出身地の数を調べたら、�

番はもちろん中国なのだけれど、�番目はどこ

か。たぶん韓国とかインドとかロシアが思い浮

かぶでしょうけど、ブルガリアなんですね。

安田 えっ、なぜ。ブルガリアはなかなか思い

つかないですね。

青木 アメリカの大学が日本に比べて優れてい

る最も重要な点の�つは、入学事務所（admis-

sion office）というのがあって、彼らは世界中に

どういう優秀な高校生がいるか、ネットワーク

を張ってモニターしているのです。そこの事務

所長（Dean）は大学の中でも重要なポジション

です。普通の教授はだから入学試験の出題、監

督、採点などという雑事から解放されているわ

けです。日本の大学の先生はこの点惨めですよ

ね。僕の想像では、ブルガリアにすごい進学校

があって、そこにハーバードが網を張っている

のでしょう。でも、これはブルガリアに優秀な

大学がないということの裏返しであるわけです。

彼らが卒業後、ブルガリアに帰ることはほとん

どないのではないですか。

日本人留学生が少ないのは、日本でもかなり

の程度、きちんとした教育を受けられる。それ
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から日本は居心地がいい。そういうポジティブ

な理由もありますよね。

安田 最近の日本の若い世代は海外に出て行か

なくなった、アイビーリーグの日本人留学生の

数がほかの国と比べて伸び悩んでいるのを見て、

大丈夫か、などといわれます。確かに中国、韓

国と比べて圧倒的に少ないから心配になるのも

わからなくはないのですが、マスメディアなど

を通して必ずしも伝わっていないのは、日本の

高校生やその親にどこの大学がいいかと聞いた

ら、依然として東大や早慶など、国内の一流大

学の名前が返ってくることです。

同じ質問を韓国や中国ですると、アイビーリ

ーグやオックスブリッジへ行けるのだったらす

ぐにでも行かせたい、という親ばかりです。自

国の大学の名前はまず挙がらない。日本のよう

に、国内にとどまって、その国の教育を受けた

い、それくらいの評判を保てている国であると

いうことは、国際的に見てものすごく貴重です。

青木 日本のほかには、フランスぐらいですね。

安田 日本は国力が低下しているとかいわれて

いるけれども、�億数千万人もいる中で優秀な

人が国内のいい大学に集まるので、やはり環境

としては刺激的ですよね。同じ母国語で、非常

に深い議論ができることも大きな魅力です。

青木 ところで、大学院のレベルでは、特に経

済学の分野では、安田さんを含めて、東京大学

だけでなくほかの大学も、優秀な学生をアメリ

カの大学院に送っています。ここ"年か10年く

らいの活躍は頼もしいですね。

安田 日本人の若手研究者が欧米の一流大学に

就職して、若いうちに目覚ましい業績を挙げる、

というパターンがすごく増えていますね。

10〜20年前は、そういう方がいないわけではな

いですが、かなり数が少ない。その前の世代に

は、神取道宏さんなどのスターがいるのですが。

思うに、バブル期は就職する人が大多数で、

あまり優秀な人が大学院に来なかったのではな

いでしょうか。就職活動で一流企業から接待ま

がいの過剰な面接を受けて、大学院に行く選択

肢の相対的な魅力が低かった。あと、経済学の

場合には、経済自体がうまくいっていると研究

へのモチベーションがあまり上がらないのかも

しれません。やはり景気が悪いとか、経済に激

動があったときのほうが、後世に残る経済学者

を生みやすい。サミュエルソンやソロー、トー

ビンら、大恐慌を経験した世代の学者たちもそ

う言っています。

日本でも、オイルショックを知っている世代

は、その後に優秀な経済学者として残っている

割合が高いような気がします。

青木 そういう側面は確かにありますね。

安田 しかし、単にそれだけでは説明できない

くらい、この"〜10年、日本人の若手研究者が

本当に活躍しています。ロールモデルがたくさ

ん出てきて、当たり前のように経済学者として

世界で成功している。

青木 スタンフォードの小島武仁君なんて、�

年でテニュアを取ってしまった。アメリカ人と

比較しても稀有なキャリアです。

安田 トップ校のPh.D.プログラムを卒業する

人数で見ると、中国人はたぶん日本人の�〜%

倍はいると思います。けれども、就職やその後

の研究者としての活躍を現段階で見ると、日本

人で活躍している割合の方が遥かに高い。

11 日本への留学生を増やそう

安田 経済学で留学する場合、今のところ大学

院のPh.D.プログラムからアメリカに行って活

躍していくタイプの人が大多数です。学部から

留学することを進めたほうがいいのでしょうか。

青木 ビジネスは別だけれども、学問の世界に

関する限りは、必ずしも学部時代からアメリカ

に行く必要はない気がしますね。

ただ、学部学生のときから、英語で論文を書

くトレーニングをしたらいいと思います。やは

り英語で論文を書かなければ世界的に認められ
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ないし、その訓練は大学院になってからでは遅

いかもしれない。

安田 なるほど。�つのドラスティックなやり

方として、学部の講義を全部英語化してしまう、

という提案もありますよね。ただ、全部英語で

教わるのだったら、なにも日本の大学に進学し

なくてもよくなって、日本もブルガリアと同じ

状況になってしまうかもしれない。

これは、優秀な日本人が学部の段階から海外

に出て行くという意味でポジティブかもしれな

いけれども、国内が空洞化する懸念も出てくる。

それならむしろ、学生も先生も世界中から日本

に来てもらうという発想のほうが健全な気がし

ます。海外に教育を丸投げするのではなくて、

それくらい居心地のいい環境をつくればいい。

青木 留学生をたくさん連れてきて、英語も交

えつつ日本語で教育して、出来る人は卒業後日

本に定住していただく。万葉集の時代、大化の

改新、室町時代など、日本は優秀な大陸人や半

島人をどんどん取り込んで文化的に発展してき

たのだから、特別なことではないですね。ヘイ

ト・スピーチをしている人はもしかしたら祖先

に向かって唾してるのかもしれない。

第二の人口転移の時代には、移民を増やして

いくことが�つの解決策だと思います。子育て

世代の支援をするという政府の政策だけでは、

2050年まで人口一億を維持するという目的はと

ても達成できない。元東京入国管理局長を経て、

移民政策研究所をつくった坂中英徳さんは、

1000万人規模の移民の受け入れを促進しようと

いう日本型移民国家構想の運動をしています。

僕は彼の言うことにわりあい共鳴しているので

すが、短期の出稼ぎ労働者ではなくて、日本で

家族をつくって日本人になる。そういう人を増

やそうということです。そうすると学校で子ど

もたちも異質な人たちと付き合うことになり、

タフになると思います。陰湿ないじめを内輪で

やっている暇はなくなる。プロ野球やサッカー

を見ればわかるように、外国人プレーヤーは、

異才を取り込むことによってチーム力を上げる

うえで不可欠になってます。

大量の移民は今すぐには無理でも、差し当た

って、少子化で大学などの経営が困難になって

いるわけだから、どんどん外国人学生を入れる

べきだと思う。そうして日本の文化になじんだ

若い人たちを増やして、将来的には日本の企業

で採用する。日本はアメリカに比べてそうした

人たちが国籍を取るのははるかに簡単です。そ

ういうかたちで移民を受け入れる、大きな歴史

的転換期に日本はさしかかっていると思います。

日本のあるコンビニ会社ですが、最近、外国

人のマネージャーが増えているが、中国の大都

市に進出するため派遣しようとしたら日本に残

りたいという人が多かったのだそうです。

安田 日本は住み心地がいいですからね。日本

にずっと住んでいる人はこのクオリティが当た

り前になってしまって、素晴らしさ、真価をき

ちんと評価できていないのでは、と心配になる

ことも。僕は青木さんほど海外経験が長くはな

いですが、よその場所で暮らしてみると、日本

の住み心地の良さを本当に実感します。経済的

にもそれほど困っていないし、皆保険で安心だ

し、政治的な自由も保障されている。食べ物も

うまいですしね。ここまでそろっている国とい

うのはそんなにない。

青木 まさにおっしゃるとおりです。日本に来

て、本屋に行くと、翻訳を含め日本語で出版さ

れている本の量と質にも圧倒されます。

安田 文庫本なんて凄いですよね。青木先生の

『比較制度分析序説』のような専門書も文庫に

なっています。こんなにハンディーで、1000円

くらいしかしないわけでしょう。

青木 日本がいい国なのだと、少し認識を改め

たほうがいいと思う。繰り返しになりますが、

失われた20年などという自虐思考は打ち止めに

して欲しいです。

［2014年�月�日（月）収録］
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